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1. はじめに
地震など大規模な災害が発生した際，被災者は避難所に向け

避難を開始する.このとき，迅速で安全な避難が必要となるが，
目的の避難所までの経路上に通行困難な箇所がある場合，迂回
の必要がある.これらの被害情報は，災害が発生した後でなけ
れば収集することができないが，災害の影響により，セルラー
ネットワークのインフラが損傷し，インターネットの使用が不
可能であることが想定される.こういった状況下では被災者間で
の情報共有手段として Delay Tolerant Network (DTN) が期
待されている.DTNでは基地局を介さずに端末間で直接通信す
ることで情報を共有することが可能であるが，端末間での直接
通信を繰り返すことで移動端末の消費電力が増加する.災害に
よる停電が発生した際に移動端末のバッテリが枯渇すると，連
絡や情報収集の手段が絶たれる．そのため筆者らは，消費電力
を考慮した DTNを用いた災害時の情報共有方式として，コン
ビニ等に設置したキャッシュ(情報 Box)を用いた災害情報共有
システムを提案した [1].本方式は被災情報を収集する情報 Box
を導入し，端末間での直接通信回数を抑えネットワーク全体で
の消費電力を削減する.しかし情報 Boxを設置する場所を用意
するためのコストが生じる．そこで本稿では情報 Box の機能
を幾つかの避難者端末にもたせたMobile Cacheとし，Mobile
Cache端末が情報 Boxの役目を果たすことで情報 Boxを事前
に設置するために必要なコストを不要にするシステムを提案す
る.そして計算機シミュレーションによる性能評価を行い，提
案方式を用いることでネットワーク全体の消費電力が削減され
ることを示す.

2. 提案手法
本研究では，被災者の携帯端末間での通信回数を削減しバッ

テリ消費を緩和することを目的として，災害情報を共有する情
報 Box の機能を持った Mobile Cache を導入し，どの端末が
Mobile Cacheとなるかを自律的に決定するシステムを検討す
る.Mobile Cache端末とその他の避難端末との違いは通信頻度
である．Mobile Cacheとなった端末は周囲の避難者に最新の
データを提供するために，短い周期で周辺の端末に自身が所持
している故障情報をブロードキャストする．非Mobile Cache
端末はMobile Cache端末からデータを受信し，端末の故障情
報を更新する．
避難開始時は全ての端末がMobile Cacheとして機能してお

り，3 つのパターンに従って Mobile Cache の数が変動する．
1)Mobile Cache の削減，2)Mobile Cache の変更，3)Mobile
Cache の復活である．1) の Mobile Cache の削減は，主に避
難開始直後に行われる．ここでは，2つのMobile Cache端末
間でネゴシエーション処理を行ってMobile Cacheの機能を集
約していく.一回のネゴシエーションで行われる処理は以下の
2 つである．1) 目的地が同じである Mobile Cache 端末同士
でバッテリ残量を交換，2)バッテリ残量の少ない方はMobile
Cacheをやめバッテリ残量が多い方の端末に自身が所持してい
る道路の故障情報を渡す．このネゴシエーションを繰り返すこ
とでMobile Cache端末の数を減らしながら少数の端末に機能
を集約していく．

2)のMobile Cacheの変更は，非Mobile Cacheから一定の
間隔を空けて目的地が同じ近くのMobile Cacheに通信要求を
してバッテリ残量情報を交換し，Mobile Cache端末の方がバッ
テリ残量が少なければ自身が新しくMobile Cacheとなり，役

割を交代する．これは避難集団内で，ある程度Mobile Cache
が少なくなってきた状況下で行う．また，Mobile Cacheの機
能が少数の端末に集約された後，避難中にMobile Cache端末
が周囲からいなくなることも想定される．そういった状況下で
3)のMobile Cacheの復活は行われる．ここでは本来定期的に
受け取るべきであるMobile Cache端末からのデータ更新のた
めの通信要求が長時間関知されなかった時に自律的に Mobile
Cache になることを想定する．その際，同じタイミングで複
数の端末がMobile Cacheに復活することも想定されるが，そ
の場合は復活したMobile Cache端末同士で再び 1)のMobile
Cacheの削減を行いMobile Cacheの機能を集約していく．
3. 性能評価
大阪市北区を対象地域としてOpenStreetMapの地図情報を

用い，大阪市北区内の避難所と対象地域の境界地点を避難の目
的地として提案手法を適用した．通信はブロードキャストで行
い，通信範囲内に存在する避難者端末は受信したデータを取得
可能であるとする．さらに，目的地に到達し避難を完了した避
難者端末も，通信をやめることはなくシミュレーションに残り
続けるものとする．また，避難者端末の通信可能範囲は 10m
として評価を行い，Mobile Cache同士のネゴシエーション間
隔は 5 10秒でランダムに設定され，60秒Mobile Cacheから
のブロードキャストを受け取らなかった避難者端末は自律的に
Mobile Cacheに復活する．また避難途中で複数の故障箇所に
遭遇し，目的地までの経路が存在しない状態になった避難者は，
その場にとどまり続ける．これら避難者は陸路での避難が困難
なことから，ヘリコプター等での救出が必要となる．これらの
条件において，Mobile Cacheの数と，避難完了者数の時間変
化を評価する．

図 1: Time series of mobile-cache count and number of evac-
uee completing evacuation

図 1 に Mobile Cache の数と避難完了者数の時間変化を示
す．時間経過に伴いMobile Cacheの数が徐々に減少していく
こと，避難完了者は増加していくことが確認された．
4．結論
本稿では災害発生時の災害情報共有におけるネットワーク全

体の避難者端末のバッテリ消費の削減を目的として，避難者端
末が自律的にMobile Cacheとなるシステムを検討し，Mobile
Cache数や避難完了者数の時間変化を評価した．今後は提案手
法の有効性を示すため，先行研究との比較を行う．
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